意　      　　　　　見
平成18年度の水道事業会計は、30億6,800万円の単年度黒字であり、工業用水道事業会計は、4億7,800万円の単年度黒字であった。この結果、水道事業会計は６年連続、工業用水道事業会計は11年連続の黒字となった。

　なお、平成18年度の決算では、収益と費用との対応をより適正に行うため、給水収益の計上期間を変更し、18年３月分の料金収入を特別利益として計上したことにより、事業収益は約40億円増加し、一方事業費用は、撤退を表明した丹生、大戸川ダムのダム使用権を特別損失として処理することなどにより約51億円増加した。
府営水道及び府営工業用水道の施設は、本格的な改良更新の時代を迎えており、平成17年３月に、概ね25年先を整備目標とする長期施設整備基本計画及び、５カ年を整備目標とする中期整備事業計画が策定され、現在改良更新工事が実施されているが、今後の水需要の減少傾向も勘案し、健全経営を維持するため、事業を一層効率的に執行するとともに、危機管理にも配慮することによって安定給水を持続していくことが必要である。

　また、「大阪府行財政改革プログラム（案）」の出資法人改革において、（財）大阪府水道サービス公社のあり方検討が求められており、先の８月30日には「出資法人のあり方総点検の結果(案)」に、存続の方向性で法人業務の精査を行い、民間開放を進めると示された。

このような状況を踏まえ、一層の経営の効率化と安定化が図られるよう、次の点に取り組まれたい。

　

１　利水撤退に伴う負担金及び国庫補助金について
　　水需要予測の見直しを踏まえて、平成17年８月に公表された水源計画において、丹生、大戸川ダムからの利水撤退が発表された。両ダムからの利水撤退に伴い、費用負担が必要となる可能性があるが、これまでに約75億円を負担していることも勘案し、撤退負担金及び国庫補助金の返還については、府の負担額を最小限にするよう、関係機関との協議・調整に努められたい。
２   財団法人大阪府水道サービス公社のあり方の検討について
（財）大阪府水道サービス公社については、「指定出資法人のあり方総点検の結果(案)」において「今後、法人の自主性・自立性を高める必要があることから、府の人的関与においても段階的に縮小を図る。また、公益法人制度改革を踏まえ、法人の経営状況や市町村への技術支援のニーズなどを見極め、法人のあり方について引き続き検討を行う。」と記されているが、今後、収益事業及び組織運営体制の見直しなど公社のあり方について、引き続き十分に検討されたい。
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